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例 言 

１．この統計年報は、統計法に基づく港湾調査規則（昭和26年3月10日運輸省令第13号）によ

り、酒田港と内外諸港との間に出入りした船舶及び貨物等について調査収集した資料を集

約したものです。 

２．調査期間は、令和2年1月から同年12月までの1年間です。 

３．入港船舶は、積載貨物の有無にかかわらず総トン数5トン以上の船舶を調査対象として

います。 

４．貨物数量は、原則として「フレート・トン」によります。すなわち、容積は1.133㎥（40 

立方フィート）、重量は1,000㎏をもって1トンとし、容積又は重量においていずれか大な

る方をもって計算することを原則としています。ただし、上記の原則によらない貨物は商慣

習によります（下表参照）。 

５．貨物の品種分類は、「港湾統計に用いる品種分類」によります（巻末資料参照）。       

６．数字の単位未満は、四捨五入で処理してあるため、合計の数値とその内訳の計が必ずし 

も一致しない場合があります。 
 

品 種 換 算 率 

油類及びその他の液体（飲料水を含む。ばら積みの

ものであって容器入りを除く。） 1㎥＝ 1,000ℓ＝ 1 トン 

米殻類、セメント、肥料（ばら積み、袋入り共） 1,000㎏＝ 1 トン 

木材類 原木 

製材 

0.835㎥（3 石）＝ 1 トン 

1.133㎥（4 石）＝ 1 トン 

漁獲物（ばら積み、魚箱入り共） 1,000㎏＝ 1 トン 

容器入りのもの（空のものを含む。） 

ドラム缶 

石油缶 

1.8ℓ（1 升）入りびん 10 本箱入り 

 

4 本＝ 1 トン 

40 個＝ 1 トン 

20 個＝ 1 トン 

砂、砂利（重量を実測しない場合） 

砂 

砕石

砂利 

 

6㎥（1 立方坪）＝ 10.0 トン 

6㎥（1 立方坪）＝  9.6 トン 

6㎥（1 立方坪）＝ 13.0 トン 

動 物（ばら積みの場合） 

牛馬 大 

〃 小 

1 頭＝1 トン 

3 頭＝1 トン 

石 材 

軽 石 

1㎥＝ 2.7 トン 

1㎥＝ 0.9 トン 

〇本書についてのお問い合わせは、山形県港湾事務所港湾振興室まで御連絡下さい。 

〒998-0036 山形県酒田市船場町二丁目5 番15 号 ℡：0234-26-5634（直通） 

〇本書から抜粋又は新たな資料を作成して利用する場合は、「令和2年酒田港統計年報から抜

粋（又は作成）」と記載願います。 
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沿 革 

酒田港は最上川の河口に発達した港湾であり、古くから日本海沿岸や内陸河川交通の要衝として栄え

てきた。特に江戸時代の1672（寛文12）年、河村瑞賢により西廻り航路が開拓されると酒田港は飛躍的

に繁栄した。当時の港町には数多くの豪商が軒を連ねており、中でも井原西鶴の「日本永代蔵」に北国

一の米の買い入れ問屋と紹介された鐙屋、日本一の地主として讃えられた本間家等は湊町酒田の象徴と

して全国にその名を知られている。 

河口港として発達した酒田港は最上川下流部にあったため、乱流が甚だしく、また洪水による流出

土砂のため、港口の水深維持が困難であった。このため明治以降、帆船から汽船の時代になり、船舶

が大型化するにつれて、港の利用度は低下し、衰微を免れなかった。1884（明治17）年、政府は最上

川航路の改良を目的とした治水工事を実施し、河口の安定と流路の整正を図ったため、一時的に利用

度は持ち直した。しかし大正に入ると、相次ぐ鉄道の開通により陸上交通が盛んになり、再び港勢は

衰えが見られた。 

1917（大正 6 ）年、内務省が最上川改修の附帯事業として河海分離工事を実施すると、酒田港は近

代港湾に生まれ変わった。近代設備の整った酒田港は、1929（昭和 4 ）年に第二種重要港湾に指定さ

れて以降、戦後の1948（昭和23）年には開港場の指定を受け、1951（昭和26）年の港湾法施行ととも     

に重要港湾となった。 

さらに本港地区の取扱貨物量の増大と新たな工業用地の確保のため、1970（昭和45）年に北港地区

の建設に着手、1974（昭和49）年には第一船が入港し、北港の開港式典が行われた。 

1992（平成 4 ）年には中国黒龍江省との新航路「東方水上シルクロード」の開設、1995（平成 7 ） 

年には韓国釜山港との定期コンテナ航路が開設された。また、2000（平成12）年からはコンテナクレーン

やＣＦＳ上屋を備えた国際ターミナルが供用を開始するなど、環日本海時代に向けた設備の充実を図っ

た。 

近年は2003（平成15）年に国土交通省の「総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）」に指定され、

北港地区を中心にリサイクル関連企業の立地・稼働が進み、2011（平成23）年には「日本海側拠点港 

（リサイクル貨物）」にも選定された。酒田港周辺では風力発電や太陽光発電、バイオマス発電施設の

建設・稼動も続いており、再生可能エネルギーの集積が進んでいる。また港湾機能についても、国際

コンテナターミナルの岸壁延伸など、貨物量の増大に対応した整備が進められており、今後の更なる

発展が期待されている。 

 

1929（昭和４）年７月３日 第二種重要港湾に指定 

1932（昭和７）年５月31日 酒田港河海分離工事完成 

1933（昭和８）年５月17日 内務省酒田港修築事務所設置 

1937（昭和12）年４月１日 山形県酒田港務所設置 

1944（昭和19）年６月１日 東北海運局酒田支局設置 

1947（昭和22）年９月15日 酒田税関支署設置 

1948（昭和23）年１月１日 開港場指定 

1948（昭和23）年５月１日 酒田海上保安部設置 

1950（昭和25）年５月31日 港湾法（法律第218号）制定 

1951（昭和26）年１月19日 港湾法により重要港湾に指定 

1952（昭和27）年１月15日 酒田港及び附近路の安全宣言 

1952（昭和27）年７月１日 出入国管理指定 

1953（昭和28）年３月20日 山形県が港湾管理者となる 

1953（昭和28）年５月15日 山形県告示第325号により港湾区域を指定 

1954（昭和29）年８月25日 運輸省告示第379号により甲種港湾に指定 

1954（昭和29）年11月５日 港湾計画会議による計画決定 

1957（昭和32）年２月14日 農林省令第９号により植物防疫港に指定 

1957（昭和32）年７月１日 仙台入国管理事務所酒田港出張所設置 

1958（昭和33）年３月29日 建設省告示第679号により酒田港臨港地区指定 
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1959（昭和34）年５月19日 山形県告示第388号により港湾区域改定 

1960（昭和35）年４月１日 山形県酒田港務所を山形県酒田港管理事務所と改称 

1960（昭和35）年10月１日 新潟検疫所酒田出張所設置 

1960（昭和35）年10月１日 厚生省告示第296号により検疫区域を指定 

1962（昭和37）年３月30日 山形県告示第525号により海岸保全区域指定 

1962（昭和37）年３月31日 １万トン岸壁バース竣工・同年４月２バース建設着工 

・昭和40年３月完成 

1963（昭和38）年11月１日 酒田港植物防疫官事務室開設 

1964（昭和39）年８月20日 大蔵省告示第368号により木材整理場29,458㎡が保税地域に指定 

1964（昭和39）年12月１日 模型水平引込クレーン完成（大浜ふ頭第１岸壁） 

1965（昭和40）年４月７日 山形県告示第330号により港湾隣接地域指定 

1965（昭和40）年５月１日 袖岡ふ頭5,000トン岸壁建設着工・昭和44年３月３バース完成 

1966（昭和41）年３月28日 港湾審議会第26回計画部会で酒田港拡張計画決定 

1967（昭和42）年９月１日 横浜植物防疫所酒田出張所設置 

1969（昭和44）年４月１日  山形県酒田港管理事務所及び山形県鼠ヶ関港・加茂港工事事務所を廃止統合し山形   

県庄内支庁建設部港湾事務所を新設 

1969（昭和44）年５月26日 山形県告示第529号により港湾隣接地域追加指定 

1969（昭和44）年６月15日 酒田港石油基地さん橋建設着工・同年９月14日竣工 

1969（昭和44）年８月27日 財団法人山形県土地開発公社設置（酒田支社） 

1969（昭和44）年12月26日 山形県告示第1318号により酒田港臨港地区追加指定 

1970（昭和45）年４月１日 東ふ頭5,000トン岸壁建設着工・昭和47年３月２バース完成 

1970（昭和45）年８月４日 酒田北港建設起工式 

1970（昭和45）年８月18日 酒田港湾審議会第43回計画部会で酒田港港湾改訂計画決定 

1971（昭和46）年４月１日 山形県庄内支庁建設部港湾事務所を山形県臨海地域開発建設事務所及び山形県庄内  

支庁建設部港湾課と分離し改称 

1971（昭和46）年５月１日 山形県酒田海洋センター開館 

1972（昭和47）年７月25日 酒田港開港300年記念式典（西廻り航路開設を基準年として） 

1973（昭和48）年３月31日 財団法人山形県土地開発公社を山形県土地開発公社と改組（酒田支社） 

1973（昭和48）年４月１日 山形県臨海地域開発建設事務所を山形県酒田臨海地域開発建設事務所及び山形県酒  

田港管理事務所と分離し改称 

1973（昭和48）年９月５日 埋立地南護岸及び北防波堤663ｍ完成し北港浚渫始まる 

1974（昭和49）年11月１日 北港古湊ふ頭第３号岸壁完成第１船入港（ソ連船SIBIRTSEVO号） 

酒田北港開港式典 

1974（昭和49）年11月１日 西ふ頭大浜陸橋開通 

1975（昭和50）年12月22日 港湾審議会第71回計画部会で酒田港港湾計画一部変更（防波堤）決定 

1977（昭和52）年３月25日 港湾審議会第77回計画部会で酒田港港湾計画一部変更（漁港区）決定 

1978（昭和53）年３月31日 北港古湊ふ頭第２号岸壁完成 

1978（昭和53）年12月15日 港湾審議会第84回計画部会で酒田港港湾計画一部変更（土地処分地）決定 

1979（昭和54）年７月21日 北防波堤計画延長2,000ｍ達成 

1980（昭和55）年５月27日 北港50,000トン岸壁着工 

1981（昭和56）年４月１日 仙台入国管理事務所酒田港出張所を仙台入国管理局酒田港出張所に改編 

1982（昭和57）年４月１日 山形県酒田臨海地域開発建設事務所廃止 

1982（昭和57）年８月11日 港湾審議会第99回計画部会で酒田港港湾改訂計画決定 

1983（昭和58）年３月28日 山形県告示第494号により港湾区域の一部改訂 

1983（昭和58）年３月29日 古湊ふ頭第１号岸壁（50,000トン）完成 

1983（昭和58）年11月22日 地域港湾審議会で酒田港港湾計画一部変更（軽易変更）決定 

1984（昭和59）年６月14日 北港５万トン体制完了 

５万トン級石炭船「サージョン・フィッシャー号」入港 

1984 4 (昭和59）年９月17日 内航コンテナ船「雷鳥丸」（993トン）就航 

1984（昭和59）年10月31日 西ふ頭－５.５ｍ（2,000トン）岸壁２バース完成 

1984（昭和59）年11月１日 酒田港（北港地区）開港10周年記念式典 

1985（昭和60）年７月21日 北第２防波堤第１号ケーソン据付け 
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1986（昭和61）年４月１日   山形県酒田港管理事務所及び山形県庄内支庁建設部港湾課を廃止統合し山形県庄 

内支庁建設部港湾事務所を新設 

1987（昭和62）年４月14日 山形県告示第５1６号により臨港地区の追加 

1987（昭和62）年７月25日 臨港道路大浜宮海線開通 

1988（昭和63）年４月１日 酒田港ポートルネッサンス21調査開始 

1989（平成元）年６月１日 日本海初の双胴船「ニューとびしま」就航 

1989（平成元）年12月１日 波エネルギー吸収型防波堤実証試験（ケーソン据付け、発電、各種計測開始）  

1990（平成２）年５月15日   山形県告示第653号により臨港地区の一部変更 

1991（平成３）年５月１日 山形県が管理する港湾の臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例施行 

1992（平成４）年８月３日 酒田港開港500年記念式典（袖之浦から対岸の酒田への移転を基準年として） 

1992（平成４）年８月４日 中国黒龍江省との間に、日本海新航路「東方水上シルクロード」開設第１船入港（中

国船、キュージャン号） 

1993（平成５）年３月26日 港湾審議会第144回計画部会で酒田港港湾計画の改定決定 

1993（平成５）年３月31日 北港宮海ふ頭第５号岸壁完成 

1994（平成６）年４月１日 家畜伝染病予防法に基づく指定検疫物の輸入港指定 

1994（平成６）年８月１日 北港開港20周年記念式典 

1994（平成６）年10月27日 西ふ頭上屋（一般 保税 くん蒸）完成 

1995（平成７）年４月１日   北港宮海ふ頭第４号岸壁完成 

1995（平成７）年５月９日   酒田港国際定期コンテナ航路開設 

1995（平成７）年８月24日   TSL実験船「飛翔」寄港 

1995（平成７）年11月11日   コンテナ用フォークリフト供用開始 

 1997（平成９）年12月18日 臨港道路大浜宮海線国道７号交差開通 

1998（平成10）年３月31日 宮海ふ頭上屋（一般）完成 

1998（平成10）年３月31日 廃油処理施設改築完成 

1998（平成10）年９月18日 酒田港国際定期コンテナ航路週２便化 

1999（平成11）年３月30日 臨港道路大浜袖岡線（高質化）開通 

1999（平成11）年３月31日 北港宮海ふ頭第３号岸壁完成 

2000（平成12）年４月22日 酒田北港緑地展望台完成・オープン 

2000（平成12）年７月14日 酒田港国際ターミナル（多目的大型岸壁）供用開始 

2000（平成12）年11月29日 酒田港フェリー航路誘致協議会設立 

2001（平成13）年４月１日 山形県庄内支庁建設部港湾事務所を山形県庄内総合支庁建設部港湾事務所と改称 

2001（平成13）年８月９日 東北横断自動車道酒田線（山形自動車道）「酒田みなとI.C」まで供用開始 

2003（平成15）年４月１日 高砂西上屋供用開始 

2003（平成15）年４月23日 総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定 

2004（平成16）年７月１日 SOLAS条約発効に基づき、保安対策開始 

2004（平成16）年７月３日 酒田港国際定期コンテナ航路週１便に減便 

2004（平成16）年12月22日 北港宮海ふ頭第２号岸壁完成 

2005（平成17）年３月16日   酒田港国際定期コンテナ航路週２便復活 

2005（平成17）年７月18日   本港地区が「みなとオアシス酒田」として認定 

2006（平成18）年７月16日    交通政策審議会第18回港湾分科会で酒田港港湾計画の改訂決定

2007（平成19）年１月９日 酒田港国際定期コンテナ航路週１便に減便 

2007（平成19）年８月17日 酒田港国際定期コンテナ航路週２便復活 

2008（平成20）年２月13日 酒田港国際定期コンテナ航路週１便に減便 

2009（平成21）年１月15日 家畜伝染病予防法に基づく「穀物のわら及び飼料用の乾草」の輸入港に指定 

2010（平成22）年８月３日 重点港湾に選定 

2011（平成23）年２月25日 酒田港国際定期コンテナ航路週２便復活 

2011（平成23）年４月１日 山形県庄内総合支庁建設部港湾事務所を山形県県土整備部港湾事務所と改称 

2011（平成23）年５月30日 西ふ頭くん蒸上屋が中国向け精米くん蒸倉庫として登録 

2011（平成23）年７月９日 酒田港国際定期コンテナ航路週１便が中国へ延伸 

2011（平成23）年11月11日 リサイクル貨物機能に係る日本海側拠点港に選定 

2013（平成25）年４月１日 古湊ふ頭上屋供用開始 
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2013（平成25）年４月１日 コンテナ荷役機械「リーチスタッカー」供用開始 

2013（平成25）年７月３日 航路再編により韓国航路週２便となる 

2013（平成25）年11月28日 第２号コンテナクレーン供用開始 

2014（平成26）年３月14日 酒田港国際定期コンテナ航路開設以来初となる週３便化 

2014（平成26）年12月24日 コンテナ荷役機械「リーチスタッカー（２台目）」供用開始 

2015（平成27）年２月26日   酒田港国際定期コンテナ航路開設以来初となる週４便化 

2015（平成27）年５月20日   酒田港国際定期コンテナ航路開設以来初となる週５便化 

2015（平成27）年６月21日   酒田港国際定期コンテナ航路開設以来初となる週６便化 

2015（平成27）年11月20日   コンテナ荷役機械「リーチスタッカー（３台目）」供用開始 

2015（平成27）年12月３日 酒田港国際定期コンテナ航路開設以来初となる週７便化（中国航路１便減、韓

国航路２便増） 

2016（平成28）年７月９日   酒田港国際定期コンテナ航路週６便に減便 

2016（平成28）年７月29日   酒田港国際定期コンテナ航路週７便復活 

2016（平成28）年11月１日   高砂ふ頭コンテナヤード拡張工事の完成・供用開始 

2016（平成28）年12月15日   酒田港国際定期コンテナ航路週６便に減便 

2017（平成29）年１月13日 酒田港が「ポート・オブ・ザ・イヤー2016」を受賞 

2017（平成29）年２月23日 酒田港国際定期コンテナ航路週５便に減便 

2017（平成29）年４月１日 古湊ふ頭大型客船対応施設（防舷材、係船柱）完成 

2017（平成29）年４月12日 酒田港国際定期コンテナ航路週４便に減便 

2017（平成29）年７月21日 酒田港国際定期コンテナ航路週３便に減便 

2017（平成29）年８月２日 本県初の外国船籍クルーズ船「コスタ ネオロマンチカ」が寄港 

2018（平成30）年１月１日 高砂ふ頭コンテナ管理上屋（管理棟、トラックゲート）供用開始 

2018（平成30）年４月１日 高砂ふ頭岸壁を110ｍ延伸、供用開始 

2019（令和元）年７月１日 第１号コンテナクレーン更新・大型化 

2020（令和２）年４月20日   酒田港国際定期コンテナ航路週４便に増便 

2020（令和２）年８月29日   高砂ふ頭コンテナヤード拡張部の供用開始 

6



 

主 要 統 計 グ ラ フ 
 

 

 

 

 

 

 
〈国際ターミナル〉 

令和２年８月撮影 

 

 

 

7



 

8



１．入港船舶年次別比較表

２．入港船舶比較表
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外航船総トン数

外内合計総トン数

総隻数

単位：万トン 単位：隻

総トン数

3,935,140トン

隻数

3,272隻

外航商船

231隻

7.1%

内航商船

383隻

11.7%

漁船

2,276隻

69.6%

避難船

8隻

0.2%

その他

374隻

11.4%

外航商船

2,839,921トン

72.2%

内航商船

954,348トン

24.3%

漁船

45,333トン

1.2%

避難船

973トン

0.0%

その他

94,565トン

2.4%
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３．海上出入貨物年次別比較表

４．海運貨物総括表
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揮発油及び

その他の石油

窯業品

その他

日用品

セメント

石炭

取扱貨物量

2,791,885トン
取扱貨物量

2,791,885トン

貨物形態別取扱量 品種別取扱量

移出

243,243トン

8.7%

輸出

246,936トン

8.8%

移入

627,942トン

22.5%

揮発油及びその他の石油

330,869トン

11.9%

セメント

143,345トン

5.1%

窯業品

131,619トン

4.7%

その他日用品

115,172トン

4.1%

その他56品目

620,894トン

22.2% 石炭

1,449,986トン

51.9%

輸入

1,673,764トン

60.0%
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５．輸出入貨物品種別表

６．移出入貨物品種別表

輸 出

246,936トン

輸 入

1,673,764トン

移 入

627,942トン

移 出

243,243トン

その他日用品

114,912トン

(46.5%)

金属くず

69,873トン

(28.3%)

窯業品

31,285トン

(12.7%)

その他

30,866トン

(12.5%)

中国

110,278トン

その他

4,634トン

韓国

50,996トン

ベトナム

13,599トン

その他

5,278トン

石炭

1,443,186トン

(86.2%)

木材チップ

92,035トン

(5.5%)

その他

138,543トン

(8.3%)

オーストラリア

1,103,686トン

ロシア

339,260

トン

その他

240トン

その他

30トン

揮発油

247,433トン

(39.4%)

セメント

143,345トン

(22.8%)

その他石油

83,333トン

(13.3%)

原塩

63,400トン

(10.1%)

重油

33,748トン

(5.4%)

窯業品

100,326トン

(41.2%)

石材

78,955トン

(32.5%)

非金属鉱物

35,821トン

(14.7%)

その他

28,141トン

(11.6%)

新潟県

47,564トン

北海道

23,476  

トン

福岡県

10,299トン

その他

18,987トン

その他

9,109トン

新潟県

69,846トン

北海道

18,654トン

茨城県

105,454トン

北海道

104,637

トン

神奈川県

17,232トン

新潟県

127,773トン

青森県

14,769トン

その他

803トン

北海道

40,233トン

韓国

31,285

トン

カナダ

69,000トン

新潟県

10,286トン

オーストラリア

23,005トン

その他

6,881トン

その他

20,110トン

その他

43,100トン

広島県

63,400トン

千葉県

15,699トン

北海道

13,057トン

その他

4,992トン
その他

56,683トン

(9.0%)
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７．輸出入貨物国別取扱量（重量）

地　域　名 国　　　名 輸　　出 輸　　入 合　　計 構　成　比

東 ア ジ ア 韓 国 86,419 12,059 98,478 5.1%

台 湾 5,580 795 6,375 0.3%

中 国 126,672 53,174 179,846 9.4%

中国（ホンコン） 1,342 836 2,178 0.1%

東 南 ア ジ ア イ ン ド ネ シ ア 1,808 7,362 9,170 0.5%

シ ン ガ ポ ー ル 656 1,230 1,886 0.1%

タ イ 428 10,004 10,432 0.5%

フ ィ リ ピ ン 640 9,696 10,336 0.5%

マ レ ー シ ア 3,708 8,082 11,790 0.6%

ベ ト ナ ム 13,957 2,399 16,356 0.9%

南 ア ジ ア イ ン ド 98 690 788 0.0%

パ キ ス タ ン 59 59 0.0%

バングラデシュ 18 18 0.0%

西 南 ア ジ ア ア ラ ブ 首 長 国 940 940 0.0%

ト ル コ 40 40 0.0%

大 洋 州 オーストラリア 160 1,127,111 1,127,271 58.7%

北 ア フ リ カ モ ロ ッ コ 180 180 0.0%

欧 州 連 合 ア イ ル ラ ン ド 18 18 0.0%

イ ギ リ ス 738 738 0.0%

イ タ リ ア 56 176 232 0.0%

オ ラ ン ダ 100 1,056 1,156 0.1%

ド イ ツ 334 4,071 4,405 0.2%

デ ン マ ー ク 18 18 0.0%

ス ウ ェ ー デ ン 18 18 0.0%

ス ペ イ ン 90 120 210 0.0%

その他ヨーロッパ ノ ル ウ ェ ー 80 80 0.0%

ス ロ ベ ニ ア 76 80 156 0.0%

旧 ソ 連 圏 ロ シ ア 3,220 349,598 352,818 18.4%

ウ ク ラ イ ナ 40 40 0.0%

ジ ョ ー ジ ア 20 20 0.0%

北 ア メ リ カ ア メ リ カ 376 13,064 13,440 0.7%

カ ナ ダ 69,000 69,000 3.6%

中央アメリカ トリニダード・トバゴ 40 40 0.0%

メ キ シ コ 1,506 1,506 0.1%

南 ア メ リ カ チ リ 158 126 284 0.0%

ブ ラ ジ ル 378 378 0.0%

総 計 246,936 1,673,764 1,920,700 100.0%

（単位：トン）

12



８．移出入貨物都道府県別取扱量（重量）

地　域　名 都 道 府 県 名 移　　出 移　　入 合　　計 構　成　比

北 海 道 北 海 道 42,630 165,530 208,160 23.9%

東 北 青 森 県 16,165 31,829 47,994 5.5%

岩 手 県 7,500 7,500 0.9%

宮 城 県 12,387 12,387 1.4%

秋 田 県 12,219 12,219 1.4%

山 形 県 8,578 607 9,185 1.1%

関 東 茨 城 県 113,777 113,777 13.1%

千 葉 県 28,316 28,316 3.3%

神 奈 川 県 26,161 26,161 3.0%

北 陸 新 潟 県 130,914 128,546 259,460 29.8%

富 山 県 1,431 1,431 0.2%

福 井 県 4,773 4,773 0.5%

中 部 静 岡 県 1,313 1,313 0.2%

愛 知 県 1,251 1,251 0.1%

三 重 県 1,975 1,975 0.2%

近 畿 大 阪 府 2,004 2,004 0.2%

和 歌 山 県 6,784 6,784 0.8%

中 国 鳥 取 県 1,500 1,500 0.2%

島 根 県 385 385 0.0%

岡 山 県 26,183 26,183 3.0%

広 島 県 63,400 63,400 7.3%

山 口 県 7,718 7,718 0.9%

四 国 愛 媛 県 2,250 2,250 0.3%

高 知 県 3,710 3,100 6,810 0.8%

九 州 福 岡 県 10,299 10,299 1.2%

そ の 他 海 上 5,024 2,926 7,950 0.9%

総 計 243,243 627,942 871,185 100.0%

（単位：トン）
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９．国際コンテナ貨物国別取扱量（数量）

地　域　名 国 名 輸　　出 輸　　入 合　　計 構　成　比

東 ア ジ ア 韓 国 286 558 844 3.9%

台 湾 64 59 123 0.6%

中 国 11,895 2,860 14,755 67.4%

中国（ホンコン） 119 82 201 0.9%

東 南 ア ジ ア イ ン ド ネ シ ア 160 231 391 1.8%

シ ン ガ ポ ー ル 56 79 135 0.6%

タ イ 38 850 888 4.1%

フ ィ リ ピ ン 64 936 1,000 4.6%

マ レ ー シ ア 366 449 815 3.7%

ベ ト ナ ム 35 222 257 1.2%

南 ア ジ ア イ ン ド 9 45 54 0.2%

パ キ ス タ ン 3 3 0.0%

バングラデシュ 1 1 0.0%

西 南 ア ジ ア ア ラ ブ 首 長 国 94 94 0.4%

ト ル コ 4 4 0.0%

大 洋 州 オーストラリア 16 34 50 0.2%

北 ア フ リ カ モ ロ ッ コ 10 10 0.0%

欧 州 連 合 ア イ ル ラ ン ド 1 1 0.0%

イ ギ リ ス 41 41 0.2%

イ タ リ ア 4 16 20 0.1%

オ ラ ン ダ 10 80 90 0.4%

ド イ ツ 31 16 47 0.2%

デ ン マ ー ク 1 1 0.0%

ス ウ ェ ー デ ン 2 2 0.0%

ス ペ イ ン 5 12 17 0.1%

その他ヨーロッパ ノ ル ウ ェ ー 8 8 0.0%

ス ロ ベ ニ ア 6 8 14 0.1%

旧 ソ 連 圏 ロ シ ア 314 264 578 2.6%

ウ ク ラ イ ナ 4 4 0.0%

ジ ョ ー ジ ア 2 2 0.0%

北 ア メ リ カ ア メ リ カ 36 1,212 1,248 5.7%

中央アメリカ トリニダード・トバゴ 4 4 0.0%

メ キ シ コ 129 129 0.6%

南 ア メ リ カ チ リ 15 7 22 0.1%

ブ ラ ジ ル 25 25 0.1%

総 計 13,634 8,245 21,879 100.0%

（単位：TEU）
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10．国際コンテナ貨物品種別表

11．コンテナ取扱量年次別比較表

輸 出

13,634TEU

輸 入

8,245TEU

(9,386) (10,512) (9,473) (8,506) (8,245)

(14,272)
(17,853)

(15,848)
(16,823) (13,634)

23,658

28,365

25,321 25,329

21,879

36,931

46,635

41,251 41,100

36,018

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H28 H29 H30 R1 R2

輸移出(空コンテナ)

輸移入(空コンテナ)

輸出(実入り)

輸入(実入り)

単位：TEU

その他日用品

11,488TEU

(84.3%)

再利用資材

390TEU

(2.9%)

その他製造工業品

328TEU (2.4%)

自動車部品

264TEU(1.9%)

電気機械

192TEU(1.4%) その他

972TEU

(7.1%)

中国

11,027TEU

5カ国

461TEU

9カ国

390TEU

8カ国

328TEU

8カ国

264TEU 7カ国

192TEU

製造食品

927TEU

(11.2%)

木製品

894TEU

(10.8%)

その他繊維

工業品

841TEU

(10.2%)

紙・パルプ

732TEU

(8.9%)

化学薬品

655TEU

(7.9%)

その他

4,196TEU

(50.9%)

中国

682TEU

10カ国

245TEU

フィリピン

882TEU

7カ国

841TEU

アメリカ

732TEU

8カ国

655TEU

3カ国

12TEU
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